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1 事業の目的

対
象

意
図

効
果

2 事業工程と運営資源配分

□ 単年度事業 □ 終期のある事業 ■

人 件 費（千円） 44,177 0 0

人員配置実績数 7.0 0.0 0.0

一般財源 4,510 0 0

その他 25,567

地方債

国県支出金 4,745

決算額（千円） 34,822

事業実績

・第４期環境基本計画
等改定及び地球温暖化
対策地域実行計画(区
域施策編)等の見直し
・カーボン・マネジメ
ントの強化推進
・再生可能エネルギー
機器設置等への補助
・環境保全に係る啓発
事業の推進

人 件 費（千円） 44,066 47,102 0

当初人員配置数 6.0 7.0 0.0

一般財源 10,560 28,248 0

その他 53,880 53,767

地方債

国県支出金

予算額（千円） 64,440 82,015

一般 会計 款 20 項

市民等
鎌倉市環境基本条例の３つの理念に基づき、鎌倉市環境基本計
画を始めとする環境関連の計画を推進し、持続可能な社会の構
築を目指すため。

環境共生都市の創造に向けた具体的な目標達成のために、市民・事業者・滞在者・行政が環境に関心を持ち、環境に対する責任と役
割を理解し、環境にやさしい環境保全活動や再生可能エネルギーの導入、効率的な利用に自ら取り組み、その活動を広げ、社会全体
に定着させ、将来にわたって循環型の持続可能な社会が実現する。
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評価対象事業 環境基本計画等推進事業 法定受託事務環境 02

（事業終了予定年度： 年度） 単年度繰返

事業工程

・第４期環境基本計画
等改定及び地球温暖化
対策地域実行計画(区
域施策編)等の見直し
・カーボン・マネジメ
ントの強化推進
・再生可能エネルギー
機器設置等への補助
・環境保全に係る啓発
事業の推進

・第４期環境基本計画
策定
・第４期環境基本計画
の事業推進及び進行管
理
・再生可能エネルギー
機器設置等への補助
・環境保全に係る啓発
事業の推進

・第４期環境基本計画
の事業推進及び進行管
理
・再生可能エネルギー
機器設置等への補助
・環境保全に係る啓発
事業の推進

令和７年度 令和８年度 令和９年度（未定）
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3 活動結果（アウトプット）指標

4 成果（活動による直接アウトカム）指標

成1 1 2 3

関連する活動結
果指標No

（最大３つ）

本事業実施に伴う成果
指標の達成状況に対す
る評価

・再生可能エネルギー・省エネ機器の普及促進により、脱炭素型社会の実現に着実に寄与している。

活動結果指標と成果指
標結果の比較分析（寄
与度）

成果指標の実績に影響
を与えた外部要因

・気候変動（夏の高温化、豪雨の増加等）により、多くの人が地球温暖化の影響を実感するようになり、脱炭素に
向けて行動を変容させたり省エネを意識する契機となっている。
・世界情勢の変化に伴う電気料金等の高騰が、住宅に太陽光発電を導入するきっかけとなっている可能性がある。
・国の補助金を活用した重点対策加速化事業補助金制度を、令和７年度から開始した。

・本事業により行った市の率先行動や、補助金交付による住宅等の再エネ・省エネ機器の導入、これらに伴う啓発
活動によって、鎌倉市全体の温室効果ガス排出量は着実に減少している。
・国の補助事業が始まったものの、事業者における太陽光発電等の導入が進みづらい状況にある。

鎌倉市全体の温室効果ガス排出量 千ｔ 893
(R4年度) ⇘ 795

(R5年度)

実績

活動結果指標の実績に
影響を与えた外部要因

・世界情勢の変化に起因する原油高、電気料金の高騰、物価高

本事業実施に伴う活動
結果指標の達成状況に
対する評価

・補助金交付申請の総額は毎年度予算額に達し、再生可能エネルギー・省エネ機器等が着実に市域に導入されてい
る。
・市施設におけるＣＯ２排出量は減少しており、市民や事業者に向け率先して行動を示している。

No 成果（アウトカム）指標の内容 単位 初期値 目標値
目指す方向

R7 R8 R9

活4

指標名 クールシェアスポット設置数 箇所 60 ⇗ 61

活3

実績につながる
活動

行政施設や民間施設をクールシェアスポットとして指定・運用し、熱中
症予防の啓発を行った

実績につながる
活動

再エネ100％電気契約、既存照明のLED化等の省エネルギー推進により、
市の事業活動に伴うＣＯ２削減に努めた

指標名 市施設におけるＣＯ２排出量（年間） ｔ 9,038
(R4年度) ⇘

再生エネ機器等を導入した市民に補助金を交付した 31,155

3,427
(R5年度)

活2

指標名 補助により設置した太陽光発電設備の累計kW数 kW 282
(R6年度) ⇗

662
(R6年度か
らの累計)

実績につながる
活動 再生エネ機器等を導入した市民に補助金を交付した 5,939

活1

指標名
住宅用再生可能エネルギー・省エネ機器等設置費
補助対象設備等の導入世帯数（年間）

世帯 119

実績につながる
活動

⇗ 126

R8 R9

（上段実績、下段経費（千円）
No 活動結果（アウトプット）指標 単位 初期値

目標値
目指す方向

R7
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5 評価結果

■ □ □

■ ■ ■ □

□ ■ □

□ ■

□ ■

□ □ ■

⇒

■ ■ ①

□ □ ② → □ □ □

□ □ ③

□ □ ④ →

■ ■ Ⓐ

□ □ Ⓑ

□ □ Ⓒ

○ 他市比較・ベンチマーク（県内外自治体や民間団体との比較値）

横須賀市 葉山町

なし

当該事業実施に伴う
他市比較に関する

考え方

温室効果ガス排出量は、土地利用や産業構造による影響が大きい。本市では、他市に先駆けて市施設で使用する電
力の約９割を再エネ化し、市施設からの温室効果ガス排出量を大幅に削減し、市民等への啓発につなげている点に
特徴がある。

上位施策へ
の寄与度

逗子市 三浦市

26.2% 23.0% 22.5% 23.8%
他市実績

38.9% 21.5% 23.6% 33.7% 34.8%

団体名 鎌倉市 藤沢市 茅ヶ崎市 平塚市 小田原市

比較事項 市域全体の温室効果ガス排出量削減率（2013年を基準年とした2023年（行政評価当該年度の2年前の値）の削減率）

予算規
模の方
向性

予算規模は現状維持

⇒

予算規模は現状維持とする

予算規模は拡大済 予算規模は拡大する

予算規模を縮小済 予算規模は縮小する

方
向
性

その他

事業を休止又は廃止済 事業は休止又は廃止する

他事業と統合済 他事業と統合し、本事業は廃止する 事業へ統合

事業内
容の方
向性

事業内容は現状通り

⇒

事業内容は現状通りとする

事業内容は見直し済

評価実施年度の方向性 評価実施翌年度以降の方向性

事業内容は見直す 拡大 縮小

関連・類似事業との統合 できる できない

公 平 性 受益者負担 導入済 導入予定 導入できない

事業実施の主体となるべき者 市 国・県 民間事業者 なし

評
価

妥 当 性
事業に対するニーズ 増えている 変わらない 減少している

有 効 性 事業の成果 十分に出ている 概ね出ている 出ていない

効 率 性
事業費削減余地 ある

初期投資が壁になり、事業者における太陽光発電等の導入が進みづらい状況
にある。

災害時対応や電気代高騰などの背景がある中、太陽光発電等の導入メリット
がある点や国の補助事業が利用可能であることを強調した啓発により、事業
者の太陽光発電等導入を促進する。

活動結果指標や成果指標の
達成状況に影響を与える新
たな課題

前年度の新たな課題への
対応結果

新たな課題に対応する
ための新規事業の必要
性

課題への対応

今
後
の
取
組
方
針
（

見
直
し
方
針
） 総評

・市の率先行動、再エネ機器等の補助事業や啓発を推進することにより、鎌倉市全体の温室効果ガス排出量は
着実に減少している。
・今後は事業者への啓発に力を入れ、再エネ機器等のさらなる導入促進に努める。
・環境適応行動の普及啓発の重要性が高まってきており、全庁の関連事業と連携して推進していく。 A

前年度は新たな課題なし

新たな課題あり

新規事業の必要性あり

結果 具体的な内容
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